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資 料 編 
 
資料 1．近年の湊町開発計画 
 

【近年の湊町の開発計画】 

湊町の開発計画は、開発途中段階でのバブルの崩壊、景気の低迷等による経済的損失は大きか

ったが、湊町地区の立地ポテンシャルの向上をもたらす先導的施設として、周辺の民間開発を誘

発する起爆剤の役割を果たしている。ＯＣＡＴビル開業から約８年を経過した平成１６年の現時

点では、ほぼ９０％の民間開発事業が決定しており、今後２年～３年でそれらが完成する予定で

ある。また、ＭＤＣがＮＴＴ-Ａ型事業の主体として、ＯＣＡＴビルと湊町駅を同意一体的に整備

することにより、関西本線の地下化が実現し、地上部の土地利用の自由度向上や地域分断の解消、

都市景観の向上など、湊町地区及び周辺地域の整備に好影響をもたらしただけでなく、将来のな

にわ筋線への延伸が可能となった。また、湊町バスターミナルにおいては、空港バス及び都市間

バスが定着し、国内外から大阪市へのアクセス、集客性の向上に寄与している。開業当初の平成

８年と平成１４年時点で、都市間バスの便数は、約３倍、乗降者は約４倍に増え、関西国際空港

バスにおいては、便数は開業当初の約３分の２に減少しているが、乗降者は約２倍に増えている。 
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資料２．湊町開発計画の公的意義と効果 
 

【開発の公的意義と効果】 

湊町開発の公的意義と効果は以下のとおりである。 

①大阪市の都市構造の強化 

・ 国土軸に連結する大阪市の南北都市軸の機能更新と強化に寄与する。 

・ 中之島西部地区、北梅田地区、臨海部の新都心等の拠点地区と機能分担し、大阪市

のバランスある発展に寄与する。 

②国際交流拠点の演出 

・ 都心ターミナルとしての特性を活かし、大阪市の人、情報、文化の創造・国際交流

の場の演出に寄与する。 

③複合都市機能の集積によるにぎわい創出と活性化 

・ 商業・業務・文化・居住・アメニティ等の複合都市機能の集積による大阪都心ミナ

ミのにぎわい創出と都市活動の活性化に寄与する。 

④周辺地域の活性化 

・ 都心ターミナルの形成、複合都市機能の集積及び都市基盤整備により、大阪都心ミ

ナミの機能強化と周辺地域へのにぎわいの展開などの波及効果が期待できる。 

⑤都市基盤整備の進捗 

・ 開発者による幹線道路整備（東西･南北幹線道路（W＝25m））が実現した。 

・ 開発の前提となる総合整備計画（建設大臣承認）に基づく交通基盤整備（千日前通

り、関西本線連続立体交差事業、東西地下歩行者道、阪神高速道路ランプ３箇所）

が実現した。（国の補助採択） 

・ 都市公園（なにわ公園）や開発者による広場空間（ポンテ広場、交通広場、リバー

プレイス、中央広場、敷地内空地）及び道頓堀川水辺空間が創出された。 

・ 公共バスターミナルの整備により、複合交通ターミナルとして、国内外から大阪市

へのアクセス、集客性の向上に寄与している。 
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資料３．近年のテクノポート大阪計画 
 

【｢緊急整備地域｣としての位置付け】 

バブル崩壊を契機とする社会経済状況の大きな変化により、「テクノポート大阪」計画は、当

初計画の変更・修正を余儀なくされた。咲洲コスモスクエア地区は平成１４年７月、大阪経済

の活性化、都市再生に資する民間開発を促進すべき地域として、梅田、御堂筋等の都心部とと

もに「緊急整備地域」として位置付けられた。また、同地区の地域整備方針として、｢大阪臨海

部における新たな都心の形成の一翼を担うため、海辺の特性を活かしつつ、多様で高度な機能

を有する都市拠点の形成｣を目標とし、これまでのまちづくり方針を継続するとともに、文化・

レクリエーション、住機能の導入による複合市街地の形成を図ることを付加されている。 

平成１４年１２月には、大阪市を取り巻く厳しい経済・財政状況のもと、臨海部（コスモス

クエア、舞洲、夢洲）の立地特性を活かした都市の再生に資する機能を付加し、民間の投資意

欲を誘発するなど、テクノポート大阪計画の新たな展開を図っていくこととした｢テクノポート

大阪計画の今後の進め方｣をまとめた。そのなかで、咲洲コスモスクエア地区については、既に

集積が進みつつある技術開発・研修機能及び国際交易機能のさらなる充実強化を図る一方、住

機能や教育機能等新たな時代の要請に応じた機能を付加することとしている。 

さらに平成１５年３月には、大阪の都市再生に積極的に取り組むため、｢大阪市都市再生プロ

グラム｣を策定した。咲洲コスモスクエア地区については、既存の集積を活かし、大学・研究機

関の誘致や研究開発型企業の立地促進を図り、｢産学連携を可能とする研究開発拠点の形成｣を

目指すとともに、住機能等生活利便機能の導入を含め「魅力ある市街地の形成」、臨海部の特性

を活かした｢親水空間やにぎわい空間の形成｣を促進することとした。その方策として、土地の

提供手法の柔軟化や助成制度等の検討、住機能の導入、ＯＴＳテクノポート線等鉄道利用料金

の見直し検討、規制緩和への取り組み等を位置付けている。 

平成１６年になると、都市再生緊急整備地域整備方針や大阪市都市再生プログラムの策定を

受けるに至り、これまでの国際交易・交流拠点や先端技術開発、情報通信等の研究開発拠点の

形成といった方針に加え、これらの機能を支える居住等の生活利便機能を適切に配置し、複合

的な市街地整備を図ることとした地区計画に変更し、キャナル沿いの壁面制限の廃止や建築物

の規制等の緩和を行った。 

 

【コスモスクエア地区の現状】 

現在コスモスクエア地区については、事業用定期借地も含め、２９施設（公共：３施設、第

３セクター：２施設、民間：２４施設）が立地しており、約１２.５万人が働いている。 

公 共 施 設： ３施設（インテックス大阪、ふれあい港館、なにわの海の時空館） 

３セク施設： ２施設（ＡＴＣ、ＷＴＣ） 

民 間 施 設：２４施設（ファナック、大阪テレポート、日本経済新聞社、ライカ、

日本ＩＢＭ、近畿大阪銀行、ミツトヨ、住友生命情報セン

ター、ミズノ、野村総合研究所、トステム、住友生命国際

交流センター、ハイアットリージェンシーオーサカ、住友

生命コスモプラザ、日立造船、安田生命、ＺＥＰＰ ＯＳＡ
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ＫＡ、全労災、西部自動機器、アートグレースウェディン

グコースト、ＮＴＴドコモ関西、藤沢薬品工業、難波福祉

会、おおさかフードアウトレット） 

また、集客施設として年間約１,２００万人もの市民を集客しており、国際集客都市としての一

翼も担っている。 

インテックス大阪： 年間 約３００万人 

ふれあい港館：   年間 約 １０万人 

なにわの海の時空館：年間 約 １０万人 

ＷＴＣ展望台：   年間 約 ２０万人 

ＡＴＣ：    年間 約８５０万人 

その他民間施設：     年間 約  ５０万人 

（ハイアットリージェンシーオーサカ、ＺＥＰＰ ＯＳＡＫＡ、国際交流センター） 

一方、コスモスクエア地区の宅地の処分状況としては、 

１期地区：処分対象面積 65ha のうち処分済み 60ha（92％）、未処分３ha（８％） 

２期地区：処分対象面積 23ha のうち処分済み１ha（６％）、未処分 22ha（94％） 

合計 ：処分対象面積 88ha のうち処分済み 61ha（69％）、未処分 25ha（31％） 

となっている。今後、さらなる企業等の立地促進を図り、キャナル沿い等において、早期ににぎ

わいを創出するため、事業用定期借地を活用するとともに、用地取得費の３０％を助成する「咲

洲コスモスクエア地区立地促進助成制度」を創設し、運用を開始している。 
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資料４．テクノポート大阪計画の公的意義 

 

【開発の公的意義】 

① 世界各国から人や情報、文化、技術が集まるまち 

・ 国際交易・技術・情報等の分野において国際貢献を行うサービス拠点として機能す

る。 

② 国際化・情報化のなかで創造活動を行えるまち 

・ 我が国における情報通信拠点及び先端的な都市づくりのモデルとして、また、近畿

圏及び西日本発展のリーディングゾーンとして位置付ける。 

③ 国際化・情報化に対応した２４時間活動するまち 

・ 都市圏の産業構造転換の拠点として、大阪湾岸地域（湾岸軸）の中央に位置する開

発拠点として、さらに、既在都心部や内陸部との連携（東西軸）による新しい都市

圏構造の誘導拠点としての役割を担う。 

④ 人間味あふれる｢あたたかみ｣と｢ふれあい｣のあるまち、水と緑を活かした｢うるおい｣と｢や

すらぎ｣のあるまち 

・ 大阪都心部の支援・補完拠点として、また、都心近接の文化、スポーツ、レクリエ

ーション及び職・住・遊近接の快適な居住空間、さらには臨海部活性化の戦略拠点

として位置付ける。 
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資料５．事業計画の変遷 
 

（１）ＭＤＣ 

〇 平成２年２月（基本計画：地上４階、地下２階、平成５年度開業予定） 

開発延床面積：約４０，０００㎡、事業費：１８２億円、償却後利益：開業後１６年 

 

〇 平成３年１１月（建物内容の確定：地上６階、地下２階の現建物ベース） 

開発延床面積：約６０，４００㎡、事業費：３６０億円、償却後利益：開業後１６年 

 

〇 平成４年１１月（駐車場の地下化） 

開発延床面積：約６１，０００㎡、事業費：４６０億円、償却後利益：開業後１６年 

 

〇 平成５年１月（建築確認申請） 

開発延床面積：約６５，０００㎡（鉄道駅コンコース部分（約４，０００㎡）を含む）、 

事業費：３６０億円（⇒平成４年１１月時点の事業費と不整合）、償却後利益：未詳 

 

〇 平成７年３月（事業資金借入の際に金融機関に説明） 

開発延床面積：約６１，０００㎡、事業費：４９２億円、償却後利益：開業後２５年 

 

〇 平成８年３月（開業時） 

開発延床面積：約６２，０００㎡、事業費：５００億円、償却後利益：開業後３４年 

 

＊ バックデータ等について不明または未確認の要素を含んでいる。 
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（２）ＡＴＣ 

○ 平成元年１２月 事業基本計画 

延床面積      ３８万㎡（宿泊施設を含む） 

総投資額    １５５０億円 

単年度黒字転換    ７年目 

累積黒字転換    １６年目 

会員確保目標  当面５０万人 

 

○ 平成２年１０月 事業基本計画（改訂） 

延床面積      ３６万㎡（宿泊施設を含む） 

総投資額    １４７７億円（大阪中小企業輸入振興㈱を含む） 

単年度黒字転換   １０年目 

累積黒字転換    ２０年目 

会員確保目標  当面５０万人 
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（３）ＷＴＣ 

〇 平成元年４月 会社設立時のＷＴＣビル計画 

高さ１５０ｍ、地上３３階・地下２階、総床面積約１１１千㎡、総事業費約５２０億円 

資本金５０億円、借入金約３１９億円、床分譲２０％、賃料１２,３００円／坪・月 

入居率６０％･８０％･１００％、単年度黒字転換９年目、累積欠損解消１８年目 

 

〇 平成２年３月 計画変更時のＷＴＣビル計画 

高さ２５２ｍ、地上５５階・地下３階、総床面積約１５２千㎡、総事業費約９８０億円 

資本金５０億円、借入金約５１０億円、床分譲２５％、賃料１８,０００円／坪・月 

入居率６０％･８０％･１００％、単年度黒字転換９年目、累積欠損解消１８年目 

 

〇 平成５年３月 増資時のＷＴＣビル計画 

高さ２５２ｍ、地上５５階・地下３階、総床面積約１４９千㎡、総事業費約１,１３４億円 

資本金１００億円、借入金約６４９億円、床分譲２０％、賃料２２,５００円／坪･月 

入居率７０％･９０％･１００％、単年度黒字転換９年目、累積欠損解消１６年目 

 

〇 平成７年４月 増資時のＷＴＣビル計画 

高さ２５６ｍ、地上５５階・地下３階、総床面積約１４９千㎡、総事業費約１,１９３億円 

資本金１００億円、借入金約９９３億円、床分譲２０％、賃料１５,１００円／坪・月 

入居率６０％･６５％･７５％･１００％、単年度黒字転換１０年目、累積欠損解消２１年目 

 

〇 平成１０年２月 経営改善計画 

入居率：平成９年度６３％、平成１０年度末８４％、平成１１年度末１０％ 

賃料改定：入居率１００％後、平成１３年度～２年ごと６％アップ 

経費削減：管理経費を平成９年度営業原価５％、販管費１０％削減 

本市貸付金：平成１０年度４０億円、平成１０年度～平成１７年度３２１億円 

本市・関係団体の入居等 

収支見通し：黒字転換 償却前：平成２２年度、償却後：平成２６年度 
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資料６．資本金の変遷 
 
（ＭＤＣ) （単位：億円）

２．２ ３．１１ ４．１１ ７．３ ８．３

基本計画 建物内容
の確定

 駐車場の
 地下化 当初計画 開  業 出 資 額 出資比率 株 式 数

大阪市 40.80 51.0% 81,600

西日本旅客鉄道（株） 13.60 17.0% 27,200

（株）みずほプロジェクト 4.00 5.0% 7,999

（株）三井住友銀行 2.39 3.0% 4,775

（株）ＵＦＪ銀行 2.10 2.6% 4,195

関西電力（株） 1.92 2.4% 3,840

大阪瓦斯（株） 1.92 2.4% 3,840

（株）りそな銀行 1.60 2.0% 3,195

その他金融機関 5.06 6.3% 10,112

上記以外 6.62 8.3% 13,244

20 60 80 80 80 80.00 100.0% 160,000

182 360 460 492 478

（ＡＴＣ) （単位：億円）

元．１２ ２．１０ ６．４

基本計画 計画変更 開  業 出 資 額 出資比率 株 式 数

大阪市 75.00 33.9% 150,000

伊藤忠商事（株） 19.13 8.6% 38,250

日本政策投資銀行 18.00 8.1% 36,000

（株）ダイエー 18.00 8.1% 36,000

日本生命保険（相） 9.00 4.1% 18,000

住友生命保険（相） 9.00 4.1% 18,000

関西電力（株） 6.75 3.1% 13,500

大阪瓦斯（株） 6.75 3.1% 13,500

（株）大丸 6.75 3.1% 13,500

（株）近鉄百貨店 6.75 3.1% 13,500

（株）マイカル 6.75 3.1% 13,500

野村ホールディングス（株） 6.75 3.1% 13,500

その他商社 4.50 2.0% 9,000

その他小売 2.25 1.0% 4,500

その他金融機関 6.81 3.1% 13,620

商工会議所、ＪＲ西日本、ＮＴＴ 4.28 1.9% 8,550

上記以外 14.65 6.6% 29,305

200 225 221 221.11 100.0% 442,225

1,550 1,477 1,465

（ＷＴＣ) （単位：億円）

元．４ ２．３ ５．３ ７．４

会社設立 計画変更 計画変更 開  業 出 資 額 出資比率 株 式 数

大阪市 10.00 10.00 25.00 26.6% 50,000

三井不動産（株） 10.00 10.00 15.00 16.0% 30,000

三井物産（株） 5.00 5.00 7.50 8.0% 15,000

日本政策投資銀行 7.00 7.00 7.00 7.4% 14,000

（株）みずほプロジェクト 1.75 1.75 4.70 5.0% 9,399

（株）大林組 4.42 4.7% 8,840

（株）三井住友銀行 2.75 2.75 4.13 4.4% 8,250

関西電力（株） 2.50 2.50 3.00 3.2% 6,000

大阪瓦斯（株） 2.00 2.00 3.00 3.2% 6,000

西日本電信電話（株） 2.00 2.00 3.00 3.2% 6,000

その他金融機関 6.00 6.00 9.43 10.0% 18,851

上記以外 1.00 1.00 7.83 8.3% 15,660

50.00 50.00 100 100 94.00 100.0% 188,000

520 980 1,134 1,193

合　　　　　計

総　事　業　費 1,193

合　　　　　計

総　事　業　費 1,465

１６．７．１現在
事　　業　　計　　画

合　　　　　計

総　事　業　費

事　　業　　計　　画

事　　業　　計　　画
１６．７．１現在

１６．７．１現在

478
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資料７．開業当初の事業計画と実績 
 

別表１ 計画数値と実績（ＭＤＣ） 

 

計画（開業時：平成８年３月）   （単位：億円） 

開業１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 

 H８年度 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H H14 年度 H15 年度 

収入 17 20 22 26 27 27 31 31 

支出 43 42 38 38 38 38 39 40 

 うち支払利息 5 6 6 6 6 6 6 6 

償却前損益 △26 △22 △16 △12 △12 △12 △9 △9 

償却費等 13 13 13 12 12 12 12 12 

当期損益（税引後） △39 △35 △29 △24 △23 △24 △21 △21 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △39 △74 △102 △127 △150 △174 △194 △215 

 

 

 

・単年度黒字転換： 

 

 

３４年目 

 

       

 

実績      （単位：億円） 

開業１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目  

H８年度 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H H14 年度 H15 年度 

収入 22 22 28 23 25 25 26 25 

支出 46 49 41 31 28 26 23 23 

 うち支払利息 5 5 6 5 5 4 4 4 

償却前損益 △24 △27 △13 △8 △3 △1 3 2 

償却費等 14 15 17 17 12 12 12 135 

当期損益（税引後） △38 △42 △30 △25 △15 △13 △9 △133 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △41 △83 △113 △138 △153 △166 △175 △308 

 

※ H15 年度の償却費等に特定調停関係の特別利益のうち、123 億円を含む。 
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別表２ 計画数値と実績（ＡＴＣ） 

 
計画（平成２年１０月変更）       （単位：億円） 

開業１年目 開業３年目 開業５年目 開業１０年目 

 H６年度 H８年度 H10 年度 H15 年度 

収入 143 148 152 166 

支出 132 131 129 131 

 うち支払利息 67 65 63 63 

償却前損益 11 17 23 35 

償却費等 44 44 44 33 

当期損益（税引後） △33 △27 △21 2 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △33 △90 △134 △156 

 

 

・単年度黒字転換： 

・累積黒字転換： 

 

１０年目 

２０年目 

    

 

実績     

開業１年目 開業３年目 開業５年目 開業１０年目 

 H６年度 H８年度 H10 年度 H15 年度 

収入 70 55 69 75 

支出 88 92 88 68 

 うち支払利息 39 35 34 24 

償却前損益 △18 △36 △19 7 

償却費等 38 38 40 419 

当期損益（税引後） △56 △74 △59 426 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △68 △216 △342 △49 

 

※ H15 年度の償却費等に特定調停関係の特別利益 698 億円、特別損失 250 億円含む。 
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  別表３ 計画数値と実績（ＷＴＣ） 

 

計画（平成２年計画変更時の計画）   （単位：億円）

開業１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 9年目 

 H７年度 H８年度 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H1H14 年度 H15 年度 

収入 44 54 67 67 70 71 75 75 79

支出 52 53 53 53 54 55 56 56 56

償却前損益 △7 1 14 13 17 16 19 19 23

償却費等 21 21 21 21 21 21 21 21 21

経常利益 △29 △20 △8 △8 △5 △6 △2 △3 1

当期損益（税引後） △29 △20 △8 △8 △5 △6 △2 △3 1

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △29 △49 △56 △64 △69 △74 △77 △79 △78

 

 

 

         

  

実績       （単位：億円）

開業１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 9年目  

H７年度 H８年度 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H1H14 年度 H15 年度 

収入 106 57 35 41 44 50 61 60 59

 うち施設売却収入等 62 17       

支出 124 84 64 60 57 54 49 46 43

 うち資産売却原価等 62 17       

償却前損益 △17 △26 △30 △20 △12 △3 12 13 15

償却費等 31 31 31 31 31 28 27 27 164

経常利益 △48 △57 △61 △49 △43 △32 △15 △12 △10

当期損益（税引後） △48 △57 △61 △51 △43 △31 △15 △13 125

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △55 △113 △174 △226 △270 △301 △317 △330 △204

 

※ H15 年度償却費等には債務免除による特別利益を含む。 
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資料８．各社の経営改善計画の詳細 
 

（１）ＭＤＣ 

ＯＣＡＴビルを運営するＭＤＣは、景気低迷や周辺開発の遅れ等の要因により、開業当初の平

成８年度決算において単年度損失を計上し累積損失が膨らんだ。平成９年度においても、さらに

厳しい状況などが予想されるなど、その経営改善が大きな課題となった。このため、会社の主体

的・積極的な経営改善の努力に取り組むとともに、計画調整局も経営効率の改善向上に向け、協

力・支援していくこととなった。その主要な経営改善計画は以下のとおりである。 

① ＯＣＡＴビルを中心とする湊町地区開発促進 

旧国鉄貨物ヤードを中心とした、１７.５ha に及ぶ湊町地区の開発について、景気の後退等があ

ったものの、３つの国鉄清算事業団用地についても近鉄不動産等の有力デベロッパーの進出や隣

接建物の建替準備が進むなど、民間が主体となった開発整備が本格的に動き出した。これにより、

ミナミにとどまらず、大阪都心への強い活性化インパクトがあらわれようとしている状況である。

これらの開発動向が促進されることを目指し、ＯＣＡＴビルとしても全国２８都市と結び、年間  

６万人が利用する高速バスの拠点として国際集客都市づくりの強化をめざす公共バスターミナル

の一層の活性化を図り、地下の鉄道駅・関西国際空港を補完するＣＡＴを中心とするターミナル

ビルとしての役割の定着を図っていくとともに、周辺開発の完成による地区全体の入込客の相乗

効果を最大化させ、ＯＣＡＴビル自身の利用増加収益向上に結びつけるように取り組みを行って

いく。 

② 会社の経営努力について 

ｱ) ＣＡＴ経費削減 

・ エアライン１３社に対し、チェックイン業務、手荷物搬送経費を順次、平成１５年

度を目標にエアライン負担とすることを要請する。 

・ リムジンバス３社に対し、運行保証金の２分の１減（平成１０年度）、４分の３減（平

成１１年度）、全廃（平成１２年度）を要請する。 

・ 鉄道ＣＡＴの休止を平成１０年度から平成１４年度まで行い、手荷物搬送経費の削

減を図る。 

ｲ) 増収策 

・ 商業テナントの割引を隣接ビルがオープンする平成１６年度に計画賃料にもどし、

以後３年ごとに７％アップを図る。 

・ 一部オフィス賃料の割引を平成１４年度に計画賃料にもどし、以後３年ごとに７％

アップを図る。 

・ 駐車場（観光バス等の駐車場含む）の増収を図る。 

・ 高速バス等のバスターミナル利用を高め、使用料等の増収を図る。 
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③ 経費削減 

ｱ) 管理経費削減 

・ 管理経費の削減に関して、平成１０年度には、平成９年度より５％（約１億円）の

削減を図るものとし、物騰分についても吸収努力を行う。平成１１年度以降につい

ても、さらに細部点検行い、削減維持に向けた取り組みを継続するものとする。 

ｲ) 人員削減 

・ 平成９年度の役員１０名（うち社員兼務役員５名）、社員５１名の計６１名から、平

成１０年度には、役員を６名（うち社員兼務役員１名）、社員４３名へと減員を図る。

平成１０年度には、前年度比で約９千万円の人件費削減を、さらに平成１５年度ま

でに５名の減員を行い、その総額水準の維持を図る。 

④ 大阪市の財政支援 

・ 貸 付 金：平成１０年度 ２４億３３百万円、 

  平成１０年度～平成１５年度 １４６億円 

・ 貸付理由：公的施設整備貸付（ＣＡＴ、バスターミナル、旅の情報ステーション、 

公共通路、地下駐車場等）を行うことにより、会社負担の軽減、資金収

支の改善を図る。 

・ 公的施設管理運営補助：平成１０年度 ５億６４百万円、 

補助理由：公共性を有しつつも収益性の低いバスターミナル、旅の情報ステーシ

ョン、公共通路に対し、管理運営にかかる費用の補助を行い、会社の役割分担の

明確化を図るものとする。 

・ その他、国際都市大阪の玄関にふさわしい国際化・情報化に対応する高次都市機能

の推進を図ることとする。 

⑤ 収支の見直し 

・ 黒字転換 償却前：平成１５年度（開業８年後） 

  償却後：平成３１年度（開業２４年後） 
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（２）ＡＴＣ 

景気低迷や公共交通アクセスの整備の遅れ等の要因により、ＡＴＣの経営改善が急務となり、

平成９年３月には、ＡＴＣコンセプト見直しの提言がなされた。提言では、①生産・卸・小売の

各機能を抱合した流通機能の総合再編を展望し、バイヤーだけでなく、一般市民の来館を促進し、

テナント、イベント、情報など柔軟に設定する、②卸を重点としながらも対象事態の幅を広げ、

純粋卸に加え、卸の小売兼業、小売の卸兼業、外資を中心とする卸・小売複合型の業態への対応

を図る、などの対応策が出された。平成１０年２月には、経営改善計画を策定し、会社は入居率

の改善や管理経費削減などに努め、大阪市も低利貸付やＡＴＣを活用した新産業の創造・育成な

どを行うこととした。主たる経営改善計画は以下のとおりである。 

① ＡＴＣの意義について 

ＡＴＣは２１世紀に向かって、世界経済のグローバル化が進むなかで、日本における製品輸入

を促進する拠点として、また、急激に変化する流通構造のなかで、中小流通業の振興と流通機構

の革新の担い手として、関西経済の国際化・活性化を図るために整備された国際流通センターで

あり、極めて公共性の強い社会経済的意義をもつ施設である。また、ＡＴＣは平成６年の開業以

来、わずか４年弱で３,０００万人にも上る来館者を数えるなど、市民に憩いの場として定着し、

国内でも有数の集客施設となっている。このようなＡＴＣの立地するコスモスクエア地区には企

業立地はもちろん、国際会議施設やホテルなどの建設も進み、大規模見本市会場であるインテッ

クス大阪などの機能ともあいまって、同地区は新都市としての姿は示しはじめ、新しいまちづく

りの中核を担うことが期待されている。 

② 会社の経営努力について 

ｱ) 入居率の向上に向けた取り組み 

・ 福祉関連など大阪市の各種産業支援施設から派生するマートや、内需拡大に向けた

住宅設備関連などの新規マートの創設による新分野へのアプローチ 

・ 製品輸入の増大に向けた外資系企業の入居促進 

・ 輸入商品展示会の強化などによるビジネスマッチング機能の拡大 

ｲ) 賃料等の増収策 

・ ビル管理費上昇分の反映を基本とした賃料等の改定。 

賃料については、平成１０年度以降２年ごとに２％～１０％のアップを図る。 

ｳ) 集客機能の一層の強化 

・ Ｏ’ｓの魅力の増進による来場者の一層の増加に向けた取り組み 

・ 周辺関連施設との連携の緊密化による一体的プロモートの展開 

・ 地区全体の魅力向上に向けた取り組みの強化 

③ 人員、人件費の削減 

ｱ) プロモート活動の強化を軸とした社内組織の再編 

ｲ) 人員配置の合理的見直し 

・ 会社においては、見直しの時点の年度当初から既に５名の役職員を減員したが、さ
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らにその年度末に向け１名、平成１０年度においても９名の削減を図り、９１名と

する。 

・ この結果、２千万円の人件費を削減し、次年度は約５千万円の削減を図る。平成  

１１年度以降についても積極的に人件費の削減を図る。 

④ 管理経費の一層の削減 

ｱ) 警備・清掃・ビルメンテナンス方法の見直しによるビル管理費の削減 

ｲ) 委託業務内容の見直し等による営業・一般管理費の削減 

・ これらにより、見直し時点の年度のビル管理費については約６千万円、営業・一般

管理費については約９千万円の削減を図るとともに、次年度以降についても積極的

に経費削減に努める。 

⑤ 株主に対する支援要請 

ｱ) 関連企業の入居促進 

ｲ) 入居企業の発掘に向けた協力要請 

ｳ) ＡＴＣ施設の利用要請 

⑥ 大阪市の財政支援等 

・ 貸 付 金：平成１０年度 ３３億円、 平成９年度～平成１５年度 ２２７億円 

・ 貸付理由：大阪市が整備すべきであると考えられる公共性の高い施設（ＡＴＣホー

ル、付置義務を超える駐車場）について、その初期整備費用２２７億円

を分割で貸し付け、支払金利の軽減を図る。 

また、大阪市の施策は以下のとおり。 

Ⅰ) ＡＴＣを活用した新産業の創造・育成 

ⅰ）ソフト産業プラザの開設 

映像・情報関連産業の創業支援とその技術を活用した中小企業の経営の高度化を

図るソフト産業プラザを開設する。 

ⅱ）次世代産業市場開拓支援事業の推進 

市内中小企業の活性化を図るため、今後の成長が期待される次世代産業分野の育

成・振興の拠点として、高齢化社会に対応した福祉機器・福祉情報の提供により、

関連産業分野の育成・振興を図る｢エイジレスセンター｣、輸入住宅の総合情報提

供とプロモーション活動を行い、住宅関連の市内中小企業の育成・振興を図る｢輸

入住宅促進センター｣を運営する。 

ⅲ）デザイン振興プラザ事業の推進 

総合的・集約的なデザイン振興の核となるデザイン振興プラザを運営し、関連分

野の人材育成を図るとともに、情報発信を行う。 

ⅳ）輸入促進センター事業の推進 

アジア太平洋地域からの製品輸入の拠点として、アンテナショップによる製品普

及とデザイナー、ブランドの育成を図る。 

Ⅱ) 海外企業入居促進のためのインセンティブ補助制度の継続 
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⑦ 収支の見直し 

・ 黒字転換 償却前：平成１６年度（開業１１年後） 

償却後：平成２６年度（開業２１年後） 
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（３） ＷＴＣ 

ＷＴＣは、不動産市況の低迷等の要因により、平成７年の開業から単年度損失を計上し、平成

９年度においても累積損失が膨らむ見込みとなったことから、その経営改善が急務となった。経

営改善策は、会社が主体的積極的に経費削減努力や増収努力に取り組むことが不可欠であるが、

港湾局も会社の経営効率の改善や向上に向け、積極的に支援していくこととなった。その主要な

経営改善計画は、以下のとおりである。 

① ＷＴＣが立地する咲洲コスモスクエア地区の開発推進 

社会経済環境は依然として厳しい状況にあるが、コスモスクエア地区において、また、港区と

コスモスクエア地区を結ぶ鉄道・道路併用の｢大阪港咲洲トンネル｣の完成により、交通アクセス

は飛躍的に向上し、同地区の発展に一層の拍車がかかることが期待されているなかで、外資系企

業や国内大手企業など十数社から引き合いがあり、誘致を進めることとしている。また、今後コ

スモスクエア地区における企業誘致をさらに促進するために、同地区の活性化や知名度の向上を

図る必要がある。そのために積極的な｢にぎわい｣を創出する具体的方法として、第１に２期地区

において魅力的な景観施設である｢運河｣や大規模な海浜緑地及び海洋博物館などを整備し、より

多く市民に親しまれる空間づくりを行うこととする。第２に２期地区未利用地の活用として、商

業・アミューズメント等の集客系施設の暫定利用を図るなど、同地区の｢にぎわい｣を高め、さら

に積極的な PR 活動を行い、国内外企業の進出を図ることする。 

② 会社の経営努力について 

ｱ) オフィスの入居促進 

・ 平成９年度末予定で６３％の入居率を、平成１０年度末で８４％、平成１１年度末

で１００％にするよう努力する。 

・ 平成９年度末までに新規入居や既入居の増床が予定されており、平成９年度の予定

入居率はほぼ達成できる見込である。 

・ ＷＴＣビルが最先端インテリジェントビルであることの特徴を最大限活かした営業

活動に努めており、すでに入居している多国語ＦＭ放送局や多チャンネルデジタル

放送の番組供給事業者などマルチメディア関連企業に加え、現在、デジタル衛星放

送・映像・情報通信関連企業の拡充を図るため十数社と鋭意交渉中である。 

・ 大阪市及び関係団体である、港湾局、大阪港航行安全情報センター、大阪港開発技

術協会（プレゼンテーションルーム）、ＷＴＣＯ、研究開発支援施設、等の入居を促

進させる。 

ｲ) オフィス賃料の改定 

入居率が１００％になった後、平成１３年度から２年度ごと６％アップの賃料改定

を行う予定である。 
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③ 経費削減 

ｱ) 管理経費削減 

・ 平成９年度において、営業原価を５％、販管費を１０％削減する。 

・ 平成１０年度以降、営業原価を１０％、販管費を２０％削減する。 

ｲ) 人員削減 

・ 平成９年度から平成１２年度までに、役職員を８名削減し、５５名体制とする。 

（経費削減額は平成９年度が２億円、平成１０年度が約４億円である。） 

④ 大阪市の財政支援 

・ 貸 付 金：平成１０年度 ４０億円、 平成１０年度～平成１７年度 ３２１億円 

・ 貸付理由：ＷＴＣでは当初の事業計画上オフィス等フロアの分譲を予定していたが、           

その後の経済情勢の変化により見込めなくなった分譲収入相当額    

３２１億円を、ＷＴＣ事業を主導しコスモスクエア地区の開発者である大

阪市が、平成１０年度から平成１７年度にかけて貸付を行うことにより、

金利負担の軽減や資金収支の改善を図ることとし、初年度の平成１０年度

において４０億円の貸付を行う。 

⑤ 収支の見直し 

・ 黒字転換 償却前：平成２２年度（開業１６年後） 

  償却後：平成２６年度（開業２０年後） 
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ＭＤＣ・ＡＴＣ・ＷＴＣにおける平成１０年２月の経営改善計画一覧 

 

 会社経営努力 大阪市対策 対策効果 

ＭＤＣ 

・ＣＡＴエアライン自主運

営化（H15 までに） 

・リムジン運行保証金削減

（H10・11）及び廃止 

・鉄道ＣＡＴ廃止（H10～

14） 

 

・経費削減（H10） 

  管理費等５％削減 

・人員削減 

（H15 までに△17 人） 

 

・貸付金（H10～15） 

  146 億円 

  公的施設建設に対す

る貸付金等 

  （ＣＡＴ、バスターミ

ナル、旅の情報ステー

ション、地下駐車場

等） 

 

・H10 年度予算 24 億円 

・償却前利益 H15 年度、

単年度償却後利益は

H31 年度より生じる見

込み 

ＡＴＣ 

・営業努力による入居促進 

 （H12 までに 95％） 

・賃料アップ 

 （H10～：２年ごと２～

10％アップ） 

・経費削減（H9） 

  管理費 1.5％削減 

・人員削減（H10 △９人） 

 

・貸付金（H10～15） 

  205 億円 

 （総額 227 億円、 

H９ 22億円執行済み） 

駐車場、ホール建設に

対する貸付金 

 

・H10 年度予算 33 億円 

・償却前利益は H16 年度、

単年度償却後利益は

H26 年度より生じる見

込み 

ＷＴＣ 

・営業努力による入居促進 

 （H11 までに 100％） 

・賃料アップ 

 （H13～：２年ごと６％

アップ） 

・経費削減（H10） 

  管理費等 10～：20％

削減 

・人員削減（H12 △8 人） 

 

・貸付金（H10～17） 

  321 億円 

当初予定していた分

譲収入相当額の貸付

金 

 

・H10 年度予算 40 億円 

・償却前利益は H22 年度、 

単年度償却後利益は

H26 年度より生じる見

込み 
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資料９．大阪市の財政支援、施策等 
 
（経営改善計画（平成１０年２月）にかかる支援） （単位：億円）

～５ 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 合計

ＭＤＣ
貸付金 計　画 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 － － 146.0

公共施設建設に対する貸付金 実　績 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 － － － 121.6

ＡＴＣ
貸付金 計　画 22.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 40.0 － － 227.0

駐車場、ホール建設に対する貸付金 実　績 22.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 － － － 187.0

ＷＴＣ
貸付金 計　画 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 41.0 321.0

当初予定していた分譲収入相当額の貸付金 実　績 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 － － － 200.0

（本市の施策など） （単位：億円）

～５ 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 合計

ＭＤＣ
貸付金

ビル整備の建設資金に対する貸付金 実　績 32.8 31.6 0.2 8.8 8.8 82.1

補助金

ビル整備にかかる補助金 実　績 13.0 10.6 38.3 61.9

公的施設運営に対する補助金 実　績 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 33.7

海外政府観光局施設誘致運営に対する補助金 実　績 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 1.3

その他

地下歩道等維持管理業務（委託） 実　績 0.2 0.7 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3 2.5

本市関連施設の入居（賃料・共益費） 実　績 0.2 0.3 0.3 0.8 2.3 2.7 2.7 2.4 11.7

ＡＴＣ
補助金

公共的空間整備にかかる補助金 実　績 5.1 4.9 4.8 4.9 2.9 2.5 2.0 1.7 1.4 1.1 31.1

地域輸入促進センター事業運営に対する補助金 実　績 6.1 1.3 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 19.6

輸入促進事業推進にかかる補助金 実　績 4.6 4.4 2.9 2.2 2.7 2.7 4.1 5.1 4.8 5.0 38.5

建設費にかかる補助金 実　績 18.8 18.8

輸入促進イベントに対する補助金 実　績 0.2 0.2

その他

本市関連施設の入居（賃料・共益費・光熱水費） 実　績 1.2 2.7 7.5 9.9 11.4 12.2 17.6 17.8 17.8 17.6 115.7

ＡＴＣホール管理運営（委託） 実　績 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 3.1

ＡＴＣホールの建設分担金 実　績 61.4 61.4

各種委託料 実　績 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9

イベントに対する分担金等 実　績 0.2 0.8 0.3 0.5 0.0 1.8

ＷＴＣ
補助金

建設費にかかる補助金 実　績 8.6 8.6

その他

本市関連施設の入居（オフィス賃料・共益費） 実　績 0.7 1.3 1.9 8.4 11.4 21.5 35.0 35.3 36.0 151.6

ホール・駐車場の購入 実　績 34.2 17.4 51.6

フェスパ・ライトアップ整備に対する負担金 実　績 28.7 28.7

ライトアップ整備に対する負担金 実　績 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.4

ホール・駐車場の維持管理業務（委託） 実　績 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.4 3.2

フェスパの維持管理業務（委託） 実　績 1.7 1.6 1.6 1.4 6.3

身体障害者対策にかかる負担金 実　績 0.8 0.8

注）表示単位未満四捨五入。端数処理のため合計は一致しないことがある。  
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資料１０．大阪市の関与等の考え方 
 

（１）ＭＤＣ 

１ 国の制度に基づくハード整備支援 

○ ビル整備の建設資金に対する貸付（国：― 市：８２億円） 

○ ビル整備にかかる補助（国：３５億円 市：６２億円） 

「街並み・まちづくり総合支援事業」として、複合交通センターとその周辺地区を新都市拠点

事業の湊町地区総合整備計画に基づいて一体的に整備することを目的とする。 

貸付金については、非収益的な床相当分（ＣＡＴ床、バスターミナル車路、地下駐車場等）の

事業費を対象とする。 

認証事業については、国と市で折半し、単独事業については市で補助。 

 

２ 施設の公共性に鑑みた支援 

○ 公的施設運営に対する補助（５.６億円/年 ⑯５.５億円） 

・ 公共バスターミナル、世界旅の情報ステーション、公共通路は、ＯＣＡＴの各事業部門の

なかでも、特に非収益性・低収益性を有する部門であり、その公共性を考慮して、施設の管

理運営費用の不足分の補助を行う。 

平成１６年度予算から公共通路の補助対象エリアを一部見直すとともに、公的施設の管理運営

経費と公共機能維持に係る経費に区分し、バスターミナルの収益増やランニングコストの圧縮に

より補助金が削減できるシステムに変更した。 

 

３ 施設を通じて推進する施策に対する財政措置 

○ 海外政府観光局施設誘致運営に対する補助 

・所管局は「ゆとりとみどり振興局」である。 

ＯＣＡＴビルへの海外政府観光局の入居を促進するため、同ビルの標準賃料と海外政府観光局

に対する政策賃料の差額を開業時から補助している。 

    政観入居数の推移 ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ 

               ５  ７  ７  ５  ６  ７  ６  ６  
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○ 地下歩道等維持管理業務 

・ 各鉄道駅や地下街とのネットワーク化により円滑な移動を可能としている、なんばハッチ

通路（リバープレイスへの地下連絡通路）、ＯＣＡＴウォークの維持管理を建設局から受託し

ている。 

○ 本市関連施設の入居 

市民学習センターについては、ＯＣＡＴの特色をいかした文化情報発信機能を強化するため、

ターミナル型生涯学習施設として平成１２年１月に入居し、東部学校事務センターも、東西南北

４ブロックにセンターを配置するうえで、立地面の利便性に鑑みて平成１３年２月に入居した。

また、大阪観光コンベンション協会は「旅の総合情報館」としてＯＣＡＴビルの当初コンセプト

そのものに合致する施設として、開業時から入居している。 

 

４ 経営改善計画に基づく支援 

貸付金（計画）：平成１０年度～平成１５年度 １４６億円 

   （実績）：平成１０年度～平成１４年度 １２２億円 

貸付理由：公的施設整備貸付（ＣＡＴ、バスターミナル、旅の情報ステーション、公共通路、

地下駐車場等）を行うことにより、会社負担の軽減、資金収支の改善を図る。 
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（２）ＡＴＣ 

《開業前》 

１ 大阪市が当初建設時の施設整備に対して支出しているもの 

① 民活法適用が認定された特定施設建設費の５％のうち１/２（国：市＝１：１）を補助 

（２～５年度 １８.９億円） 

② 通産省・日本貿易振興会がＡＴＣ内に設置する地域輸入促進センターにおける地元協賛事業

としてアジア太平洋トレードセンター(株)が運営するアンテナショップの店舗内装工事及び

地域輸入促進センターの標準内装工事の全額を補助（国の制度に基づく） 

（５年度 ６.１億円） 

③ 大阪市とアジア太平洋トレードセンター(株)が共有で所有するＡＴＣホールの整備費及び

ミュージアム仕様のグレードアップ分を分担 持分比率 8,000/14,520 

（２～５年度 ６１.４億円） 

 

《開業後》 

２ 大阪市が施設の公共性に鑑みて支出しているもの 

① 公共的空間整備事業に対する補助（６～１５年度 １９.１億円） 

〇 オズパーク 

海浜公園として開放されているオズパークは、開業以来、多くの市民に憩いの場として利用さ

れており、公共的な空間として位置付けられる。したがって、ＡＴＣが負担している維持管理経

費の１/２補助を行う。 

〇 公共的施設借入金利子補給 

公共的施設（付置義務を超える駐車場・ホール・該当する用地）の当初建設費及び用地費の金

融機関に支払った実利子負担額の１/３補助を行う。 

② ＡＴＣホール運営委託並びに補助（６～１５年度 １５.１億円） 

〇 ＡＴＣホール運営委託 

ＡＴＣホールは、インテックス大阪との一体化利用を図ることを目的として、本市も建設分担

を行ったアジア太平洋トレードセンター㈱との共有施設である。ホール運営については、施設の

一体管理の側面及び輸入に関するノウハウを有していることに鑑み運営主体をアジア太平洋トレ

ードセンター㈱とし、本市持分比率に応じた管理運営費を運営委託料として支出する。 
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〇 ＡＴＣホール運営にかかる補助 

ＡＴＣホールは、本市とアジア太平洋トレードセンター㈱との共有施設である。使用料を類似

する公共展示場と同等の設定としたため、アジア太平洋トレードセンター㈱にとっては本来の原

価による使用料を設定できない。この本来原価計算と実使用料単価との差額の補助を行う。 

 

３ 大阪市が産業振興・育成支援等施策として支出しているもの 

① 大阪市輸入促進推進事業補助（６～１５年度 ３８.５億円） 

資本力の弱い中小企業や、公益性の高い海外企業や公的団体などのＡＴＣへの入居の促進を図

るため優遇賃料を設定し、標準賃料との差額を補助 

② 地域輸入促進センター事業運営補助（６～１５年度 １３.５億円） 

地域輸入促進センターにおける地元協賛事業としてアジア太平洋トレードセンター㈱が管理す

るアンテナショップの運営費を補助 

③ ＡＴＣエイジレスセンターの設置（８～１５年度 ３２.６億円） 

福祉産業分野の製品展示紹介を行い、新たな市場開拓を図る。 

④ ＡＴＣ輸入住宅促進センターの設置（７～１５年度 １７.３億円） 

住宅産業分野の製品展示紹介を行い、新たな市場開拓を図る。 

⑤ 大阪デザイン振興プラザの設置（８～１５年度 １８.４億円） 

デザイン分野の人材育成と情報発信を行う。 

⑥ 大阪環境産業振興センターの設置（１２～１５年度 ６.５億円） 

関連企業の育成、リサイクル促進、環境対応商品の利用促進をマッチングさせる常設展示場 

⑦ ＩＢＰＣネットワークセンターの設置（６～１５年度 １０.８億円） 

海外とのビジネスにより経営・技術力の強化をめざす中小企業に対する支援サービスの拠点 

⑧ 消費者センターの設置（１２～１５年度 ４.９億円） 

消費者被害の救済、事業者への規制、消費者啓発、消費生活情報の発信 
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４ 大阪市が産業振興・育成支援等施策として関連団体等に支出し、関連団体等が占有の対価とし

て支出しているもの 

①〈委託料〉ソフト産業プラザ事業（１０～１５年度 １３.５億円） 

映像情報産業の創業支援施設として低廉な創業スペースを提供（（財）大阪市都市型産業振興セ

ンター） 

②〈委託料〉店づくり振興スクエア事業（１２～１５年度 ５.４億円） 

中小流通業者に対する店舗設計情報、ディスプレイなど店舗づくりに関する総合的な展示・相

談を行う。（大阪中小企業輸入振興（株）） 

③〈委託料〉ﾃﾞｻﾞｲﾝﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ（１２～１５年度 ０.３億円） 

企業のデザイン相談・指導、デザイナー情報・ビジネス情報提供（（財）大阪デザインセンター） 

④〈補助金〉ワールドトレードセンター大阪運営（７～１４年度 ３.７億円） 

ＷＴＣ提携都市企業等の展示スペース（（財）大阪国際経済振興センター） 

⑤〈負担金〉セイル大阪事務局（６～１５年度 ２.４億円） 

セイルトレーニング事業の事務室、更衣室（（財）大阪港開発技術協会） 

 

５ 経営改善計画の基づく支援 

貸付金（計画）：平成９年度～平成１５年度 ２２７億円 

      （実績）：平成９年度～平成１４年度 １８７億円 

貸付理由：本市が整備すべきであると考えられる公共性が強い施設（ＡＴＣホール、付置義

務を超える駐車場）について、その初期整備費用２２７億円を分割貸付け、ＡＴ

Ｃの長期収支に大きな影響を与えている支払金利の軽減を図ることにより、ＡＴ

Ｃの経営基盤の確立につなげていく。 
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（３）ＷＴＣ 

１ 民活法に基づく施設整備補助 

民間能力活用特定施設緊急整備費補助金 

（平成元年度～平成５年度 国８.６億円、市８.６億円） 

ＷＴＣビルは民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法（民活

法）に基づく特定施設（港湾業務用施設、港湾文化交流施設、地域情報管理基盤施設、特定高度

情報化建築物）の認定を受けており、同法に基づき建設費の５％相当額（国、市で１／２ずつ）

を補助したもの。 

 

２ 施設の公共性による市の関与等 

（１）施設の購入 

① 多目的ホール（平成７年度 １６.３億円） 

コスモスクエア地区はビジネスや文化、国際交流など多彩な活動が展開される新都心として開

発が進められており、同地区や咲洲内の就業者をはじめ、広く市民が情報交換・交流を行うため

の各種会議や講演会、展示会等に利用できる施設は、今後のまちづくりに必要であるため購入し

たもの。 

② 駐車場（平成７年度、平成８年度 ３５.３億円） 

コスモスクエア地区の交通アクセスとして、車での来訪者が多い状態であり、コスモスクエア

地区の中心的な位置にあるＷＴＣ内の駐車場は同地区の一般来訪者にとっても役立つものであり、

今後のまちづくりに必要であるため、付置義務を超えて整備された２００台分について、購入し

たもの。 

（２）施設整備費の負担 

① 全天候型公共広場（フェスパ）、ライトアップ施設（平成７年度 ２８.７億円） 

 ＷＴＣビルはコスモスクエア地区の中心となる施設であることから、快適な環境と魅力ある美

しい都市景観の形成につながり、市民をはじめ世界の人々が交流できるアメニティの高い施設と

して全天候型公共広場（フェスパ）及びライトアップ施設を公共性の高い施設として本市が整備

を要請したものであり、その工事費を負担したもの｡ 

② 身体障害者対策にかかる負担金（平成１２年度 ０.８億円） 

ＷＴＣが整備した点字ブロック等の身体障害者対策施設のうち、公共的空間であるフェスパ内

や本市の所有するホールへの導線など本市が整備することが適当である部分の工事費を負担した

もの｡ 
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（３）施設の維持管理に対する負担 

① ホール、駐車場の維持管理業務（平成１０年度～平成１５年度 ３.２億円） 

大阪市所有の共有部分の維持管理業務を委託。経費は持分割合に応じて負担。 

② 全天候型公共広場（フェスパ）、ライトアップ施設（平成１０年度～平成１５年度 ６.７

億円） 

大阪市が工事費の一部を負担して整備した公共性の高い施設の維持管理に関する経費を負担。 

 

３ 経営改善計画にかかる支援 

貸付金（計画）：平成１０年度～平成１７年度 ３２１億円 

（実績）：平成１０年度～平成１４年度 ２００億円 

貸付理由：ＷＴＣでは当初の事業計画上オフィス等フロアの分譲を予定していたが、その後の

経済情勢の変化により見込めなくなった分譲収入相当額３２１億円を、ＷＴＣ事業

を主導し、また、コスモスクエア地区の開発者である本市が、平成１０年度から平

成１７年度にかけて貸付を行うことにより、金利負担の軽減や資金収支の改善を図

るため貸し付けることとしたもの。 

なお、その後、抜本的対策が必要となったことから平成１５年度予算への計上を見送り、昨

年度、会社が特定調停を申し立てた。 

 

４ 本市関連施設の入居 

（１） 当初コンセプトに合致するもの 

港湾局、大阪港航行安全情報センター 

大阪港開発技術協会(プレゼンテーションルーム)、ＷＴＣＯ、研究開発支援施設 等 

（２） 下水道局、建設局、水道局の移転 

大阪市の最重要課題の１つであるベイエリア開発のための推進拠点として、本市の都市基盤

整備を所管する下水道局、建設局、水道局が移転・集約されたもの。 

なお、現在、ＷＴＣに入居する本市関連団体は、ゆとりとみどり振興局、都市環境局、建設

局、港湾局、水道局及び１２関連団体である｡ 
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資料１１．平成１０年２月の経営改善計画の達成状況 
 

ＭＤＣ、ＡＴＣ、ＷＴＣの経営改善計画の達成状況は、以下のとおり。 

 

（１）ＭＤＣ 

会社が行った経営努力としては、①ＣＡＴ経費削減策、②増収策、③経費削減策、の３つであ

るが、④大阪市の財政支援を含めたその後の経過は以下のとおりである。 

① ＣＡＴ経費削減策 

ｱ) チェックイン業務・手荷物搬送経費を順次平成１５年度を目標にエアライン負担とするこ

とを要請する予定であったが、米国同時多発テロの影響もあり、エアライン数が激減し、

平成１４年度のＣＡＴの中止により、経費はゼロとなった。 

ｲ) バス運行会社に対して、リムジンバスの運行保証金を順次削減し、平成１２年度全廃の要

請を行う計画については、平成１１年４月から大型バスによる共同運行体制を廃止し、中

型シャトルバスでの運行を開始した。その後も経費削減に努め、平成１４年度で運行保証

金を全廃し、自主運行を開始した。 

ｳ) 鉄道ＣＡＴの休止を平成１０年度から平成１４年度まで行い、手荷物搬送経費の削減を図

る計画については、予定どおり平成１０年４月より休止し、平成１５年度も引き続き休止

した。 

ＣＡＴ経費      （単位：百万円） 

 計画発表時 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

経費 718 386 214 87 45 0 0 

 

運行保証金     （単位：百万円） 

 計画発表時 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

保証金 601 525 61 47 45 0 0 

② 増収策 

ｱ) 商業テナントについては、平成１６年度に計画賃料にもどし、以後３年ごとに７％アッ

プを図る予定であったが、長引く景気の低迷や賃貸対象スペースのオフィス転用等によ

り収入が伸び悩んでいる。昨今、立地の優位性から引き合いが増加しており、優良テナ

ントの誘致に努めている。 

ｲ) オフィス賃料については、平成１４年度に計画賃料にもどし、以後３年ごとに７％アッ

プを図る予定であったが、平成１１年８月に｢大阪都市工学情報センター｣、平成１２年

２月に｢大阪市立難波市民学習センター｣が開設され、平成１３年２月に｢大阪市教育委員

会東部学校事務センター｣等新たな大阪市関連テナントが入居したほか、平成１６年１月

には大型優良テナントが入居した。平成１２年度から賃貸対象スペースが増加したとい
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う要因もあるが、計画数値を上回る着実な増収を達成している。 

ｳ) 駐車場（観光バス等の駐車場を含む）の増収については、平成１２年３月の湊町リバー

プレイス建設のため北駐車場を廃止し、平成１３年１月の都市基盤整備公団賃貸住宅建

設のため南駐車場を廃止したこと等により、計画どおりの増収となっていない。 

ｴ) 高速バス等のバスターミナル利用料については、利用者の利便性の向上を図るとともに

平成１４年４月からの規制緩和に伴う新規都市間高速バス路線の誘致を行った結果、都

市数・便数ともに大幅に増加したことにより、着実な増収を達成している。 

 

オフィス賃料     （単位：百万円） 

 計画発表時 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

オフィス賃料 403 545 609 741 763 751 725 

 

高速バス     （利用料単位：百万円） 

 計画発表時 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

利用人数 405 千人 492 千人 457 千人 526 千人 582 千人 911 千人 1,101 千人 

利用料 54 53 50 54 60 80 118 

③ 経費削減 

ｱ) 人員削減について、平成１０年度には４９名の体制とし、平成１１年度以降についても

人件費の削減を積極的に図り、平成１５年度までに４４名体制となる目標であったが、

平成１５年度で人員数２６名体制となり、人件費は平成９年度比で約１億７７百万円の

削減がなされた。 

ｲ) 管理経費について、平成１０年度は前年度に比べ５％の削減を行い、以後も削減維持に

取り組む計画であったが、平成１０年度実績は前年度比４.２％減とわずかに目標を下回

ったものの、次年度以降削減に向けた取り組みを継続した結果、平成１５年度には平成

９年度比半減の約７億７７百万円の削減がなされた。 

④ 大阪市の財政支援及び施策の推進 

財政支援としては、平成１０年度で２４億３３百万円、平成１０年度～平成１５年度で

１４６億円を貸し付ける予定であったが、ＭＤＣの経営の抜本的見直しを行う必要性から、

平成１５年度予算への計上を見送り、同年に会社が特定調停を申し立てたことから、実績

としては平成１０年度～平成１４年度の１２１億円６５百万円である。 

また、施策の推進としては、国際化・情報化に対応する高次都市機能の推進を図るとと

もに、公共性を有しつつも収益性の低いバスターミナル、旅の情報ステーション、公共通

路に対し、管理運営にかかる費用の補助を継続している。 
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（２）ＡＴＣ 

会社が行った経営努力としては、①増収策、②集客の強化策、③経費削減策、の３つであるが、

④大阪市の財政支援を含めたその後の経過は以下のとおりである。 

① 増収策 

ｱ) テナントの入居の促進について、計画発表時で６４％の入居率を平成１２年には９５％

にまで高めていく計画であったが、平成１５年度で９０％である。 

ｲ) 賃料の改定については、平成１０年度以降、２年ごとに２％～１０％のアップを図る計

画であったが、実施できなかった。 

テナント入居率       

 計画発表時 10 年度末 11 年度末 12 年度末 13 年度末 14 年度末 15 年度末 

計画 ― 83% 89% 95% 95% 95% 95% 

実績 64% 76% 76% 85% 90% 89% 90% 

② 集客の強化策 

計画では、集客数値の設定はしていなかったが、アウトレット｢マーレ｣の開業効果もあ

り、平成１１年度に９００万人を超える集客を果たした後、伸び悩んでいる。 

来館者数       

 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 

来館者数 766 万人 920 万人 848 万人 858 万人 853 万人 840 万人 

③ 経費削減策 

ｱ) 管理経費削減について、計画発表時の平成９年度では、ビル管理経費については、約  

６千万円、営業・一般管理費については約９千万円の削減を図り、翌年度以降も経費削

減に努める計画であったが、入居増に伴う経費の当然増があるなか、着実な合理化を達

成している。 

管理経費削減  （単位：百万円） 

 ９年度 15 年度 差引 

ビル管理費 1,447 880 △567 

営業・一般管理費 1,852 1,455 △397 

 

ｲ) 人員削減について、平成１０年度には９人の人員削減を図り、９１名の体制とし、平成

１１年度以降についても人件費の削減を積極的に行っていく計画に対し、平成１５年度

末で職員数は６８名となっており、着実な削減を達成している。 
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④ 大阪市の財政支援及び施策の推進 

財政支援としては、平成９年度～平成１５年度で２２７億円貸し付ける予定であったが、

経営の抜本的見直しを行う必要性から、平成１５年度予算への計上を見送り、会社が特定

調停を申し立てたことから、実績としては、平成９年度～平成１４年度の１８７億円とな

っている。 

また、施策の推進としては以下の２点である。 

ｱ) ＡＴＣを活用した新産業の創造・育成 

計画に沿って、映像情報・デザイン関連のインキュベーション施設や福祉環境関連分

野などの製品・技術にかかる情報提供・プロモーション活動を行う拠点等を設置してい

る。 

ｲ) 海外企業等入居促進のための補助 

計画に沿って、海外企業・中小卸売企業の入居促進のため、会社が優遇賃料を設定す

ることに対して、補助を継続している。 
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（３）ＷＴＣ 

会社が行った経営努力としては、①増収策、②経費削減策の２つであるが、③大阪市の財政支

援を含めたその後の経過は、以下のとおりである。 

① 増収策 

ｱ) オフィスの入居の促進について、平成９年度末予定で６３％の入居率を、平成１１年度

末で１００％にするよう努力したが、平成１４年度末時点で、入居率は９３.１％であ

る（なお、平成１０年度に港湾局、平成１２年度に下水道局、建設局、水道局が入居し

ている。）。 

ｲ) オフィスの賃料の改定について、入居率が１００％になった後、平成１３年度から２年

ごと６％アップの賃料改定を行う予定も、実施に至っていない。 

テナント入居率       

 ９年度末 10 年度末 11 年度末 12 年度末 13 年度末 14 年度末 15 年度末 

計画 63% 84% 100% 100% 100% 100% 100% 

実績 64% 76% 73% 92% 93% 93% 91% 

② 経費削減策 

ｱ) 管理経費削減について、計画発表時の平成９年度では営業原価を５％、販売費及び一般

管理費を１０％削減し、平成１０年度以降、営業原価を１０％、販売費及び一般管理費

を２０％削減する計画であったが、計画をはるかに上回る経費削減率を達成している。

なお、計画発表時の平成９年度と、平成１５年度の営業原価及び販売費・一般管理費は

以下のとおりである。 

管理経費削減  （単位：百万円） 

 ９年度 15 年度 差引 

営業原価 6,352 5,327 △1,025 

販売費・一般管理費 496 278 △218 

ｲ) 人員削減について、平成９年度～平成１２年度までに役職員数を８名削減し、５５名体

制とする計画であった。平成１２年度末で２６名減の３７名体制、平成１５年度末で  

３５名減の２８名体制となっており、計画をはるかに上回る人員削減を達成している。 

③ 大阪市の財政支援及び本市等の入居 

財政支援としては、平成１０年度～平成１７年度で３２１億円貸し付ける予定であった

が、ＷＴＣの経営の抜本的見直しを行う必要性から、平成１５年度予算への計上を見送り、

会社が特定調停を申し立てたことから、実績としては、平成１０年度～平成１４年度の  

２００億円となっている。 
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また、本市等の入居としては、港湾局、大阪港航行安全情報センター、大阪港開発技術

協会（プレゼンテーションルーム）、ＷＴＣＯ、研究開発支援施設等を入居させる計画であ

ったが、その後、大阪市の最重要課題の一つとしてベイエリア開発のための拠点として、

また、大阪市トータルの資産有効利用の観点から、大阪市の都市基盤整備を所管する局が

移転・集約されることとなった。現在は、ゆとりとみどり振興局、都市環境局、建設局、

港湾局、水道局の大阪市の５局と１２関係団体が入居している。 
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別表１ 経営改善計画数値と実績（ＭＤＣ） 

 

経営改善計画（平成１０年２月策定 開業：平成８年３月）  （単位：億円） 

開業２年目 開業３年目 開業４年目 開業５年目 開業６年目 開業７年目 開業８年目 

 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 

収入 20 24 26 26 29 32 36 

支出 42 41 38 35 34 35 35 

 うち支払利息 5 6 6 6 6 10 9 

償却前損益 △ 22 △ 17 △ 12 △ 9 △ 5 △ 4 1 

償却費等 13 13 13 13 13 13 13 

当期損益（税引後） △ 35 △ 30 △ 25 △ 22 △ 18 △ 17 △ 12 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △ 74 △ 114 △ 139 △ 161 △ 179 △ 196 △ 208 

 

 

 

         

実績      （単位：億円） 

開業２年目 開業３年目 開業４年目 開業５年目 開業６年目 開業７年目 開業８年目 

 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 

収入 22 28 23 25 25 26 25 

支出 49 41 31 28 26 23 23 

 うち支払利息 5 6 5 5 4 4 4 

償却前損益 △ 27 △ 13 △ 8 △ 3 △ 1 3 2 

償却費等 15 17 17 12 12 12 135 

当期損益（税引後） △ 42 △ 30 △ 25 △ 15 △ 13 △ 9 △ 133 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △ 83 △ 113 △ 138 △ 153 △ 166 △ 175 △ 308 
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別表２ 経営改善計画数値と実績（ＡＴＣ） 

 

経営改善計画（平成１０年２月策定： 開業平成６年４月）   （単位：億円） 

開業４年目 開業５年目 開業６年目 開業７年目 開業８年目 開業９年目 開業１０年目 

 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 

収入 60 74 93 97 102 104 106 

支出 90 91 104 106 106 107 106 

 うち支払利息 35 35 45 45 44 44 43 

償却前損益 △ 30 △ 17 △ 11 △ 8 △ 5 △ 2 △ 0.2 

償却費等 39 39 32 32 32 32 32 

当期損益（税引後） △ 69 △ 57 △ 43 △ 40 △ 36 △ 34 △ 32 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △ 285 △ 342 △ 384 △ 424 △ 461 △ 495 △ 527 

 

 

 

         

実績      （単位：億円） 

開業４年目 開業５年目 開業６年目 開業７年目 開業８年目 開業９年目 開業１０年目 

 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 

収入 64 69 80 91 87 80 75 

支出 92 88 86 91 86 79 68 

 うち支払利息 35 34 30 30 28 28 24 

償却前損益 △ 28 △ 19 △ 6 0.2 1 1 7 

償却費等 39 40 31 34 34 30 419 

当期損益（税引後） △ 67 △ 59 △ 38 △ 34 △ 32 △ 29 426 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △ 283 △ 342 △ 379 △ 413 △ 446 △ 475 △ 49 

 



 76

別表３ 経営改善計画数値と実績（ＷＴＣ） 

 

経営改善計画（平成１０年２月策定： 開業平成７年４月）   （単位：億円） 

開業３年目 開業４年目 開業５年目 開業６年目 開業７年目 開業８年目 開業９年目 

 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 

収入 35 44 50 51 55 57 58 

支出 59 58 73 66 71 71 71 

 うち支払利息 18 19 34 23 28 28 27 

償却前損益 △ 24 △ 13 △ 23 △ 14 △ 16 △ 14 △ 13 

償却費等 31 31 31 28 28 27 27 

当期損益（税引後） △ 55 △ 44 △ 54 △ 43 △ 44 △ 41 △ 40 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △ 168 △ 213 △ 267 △ 310 △ 355 △ 396 △ 437 

 

 

 

         

実績      （単位：億円） 

開業３年目 開業４年目 開業５年目 開業６年目 開業７年目 開業８年目 開業９年目 

 H９年度 H10 年度 H11 年度 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 

収入 35 41 44 50 61 60 59 

支出 64 60 57 54 49 46 43 

 うち支払利息 25 23 22 18 16 15 14 

償却前損益 △ 30 △ 20 △ 12 △ 3 12 13 15 

償却費等 31 31 31 28 27 27 164 

当期損益（税引後） △ 61 △ 51 △ 43 △ 31 △ 15 △ 13 125 

損
益
計
算 

繰越損益（累積損益） △ 174 △ 226 △ 270 △ 301 △ 317 △ 330 △ 204 
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別表４ ３社に対する財政支援について 

          (単位：億円) 

 H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 合計 

ＭＤＣ 

 貸付金   計画   24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 - - 146.0 

  公共施設建設に対する貸付金 実績   24.3 24.3 24.3 24.3 24.3 - - - 121.6 

ＡＴＣ 

 貸付金 計画 22.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 40.0 - - 227.0 

  駐車場、ホール建設に対する貸付金 実績 22.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 - - - 187.0 

ＷＴＣ 

 貸付金 計画   40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 41.0 321.0 

  当初予定していた分譲収入相当額の貸付金 実績   40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 - - - 200.0 
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資料１２．資金調達の構成 
 

（ＭＤＣ)
〇基本計画策定時（平成２年２月） 〇最終事業費

構成比率 構成比率
総　事　業　費 182 億円 総　事　業　費 478 億円
資　金　調　達 182 億円 100.0% 資　金　調　達 492 億円 100.0%

資　　本　　金 20 億円 11.0% 資　　本　　金 80 億円 16.3%
10.2 億円 5.6% 41 億円 8.3%
9.8 億円 5.4% 39 億円 7.9%

借　　入　　金 109 億円 59.9% 借　　入　　金 304 億円 61.8%
39.5 億円 21.7% 65 億円 13.2%
69.5 億円 38.2% 239 億円 48.6%

補　　助　　金 28 億円 15.4% 補　　助　　金 97 億円 19.7%
14 億円 7.7% 35 億円 7.1%
14 億円 7.7% 62 億円 12.6%

そ　　の　　他 25 億円 13.7% そ　　の　　他 11 億円 2.2%
25 億円 13.7% 11 億円 2.2%

＊資金調達の金額は、実際の調達額を記載しているため
　総事業費と一致していない。

（ＡＴＣ)
〇基本計画改訂時（平成２年１０月） 〇最終事業費

構成比率 構成比率
総　事　業　費 1,477 億円 総　事　業　費 1,465 億円
資　金　調　達 1,477 億円 100.0% 資　金　調　達 1,465 億円 100.0%

資　　本　　金 225 億円 15.2% 資　　本　　金 221 億円 15.1%
75 億円 5.1% 75 億円 5.1%

18 億円 1.2%
128 億円 8.7%

借　　入　　金 1,035 億円 70.1% 借　　入　　金 1,099 億円 75.0%
520 億円 35.2% 480 億円 32.8%

有 利 子 311 億円 21.1% 有 利 子 330 億円 22.5%
無 利 子 209 億円 14.2% 無 利 子 150 億円 10.2%

515 億円 34.9% 619 億円 42.3%
補　　助　　金 24 億円 1.6% 補　　助　　金 38 億円 2.6%

12 億円 0.8% 19 億円 1.3%
12 億円 0.8% 19 億円 1.3%

そ　　の　　他 193 億円 13.1% そ　　の　　他 107 億円 7.3%
193 億円 13.1% 107 億円 7.3%

（ＷＴＣ)
〇会社設立時（平成元年４月） 〇最終事業費

構成比率 構成比率
総　事　業　費 520 億円 総　事　業　費 1,193 億円
資　金　調　達 520 億円 100.0% 資　金　調　達 1,193 億円 100.0%

資　　本　　金 50 億円 9.6% 資　　本　　金 94 億円 7.9%
10 億円 1.9% 25 億円 2.1%
7 億円 1.3% 7 億円 0.6%

33 億円 6.3% 62 億円 5.2%
借　　入　　金 319 億円 61.3% 借　　入　　金 977 億円 81.9%

224 億円 43.1% 330 億円 27.7%
有 利 子 157 億円 30.2% 有 利 子 210 億円 17.6%
無 利 子 67 億円 12.9% 無 利 子 120 億円 10.1%

95 億円 18.3% 647 億円 54.2%
補　　助　　金 12 億円 2.3% 補　　助　　金 17 億円 1.4%

6 億円 1.2% 8.5 億円 0.7%
6 億円 1.2% 8.5 億円 0.7%

そ　　の　　他 139 億円 26.7% そ　　の　　他 105 億円 8.8%
139 億円 26.7% 25 億円 2.1%

- - 80 億円 6.7%
＊敷金・保証金等は分譲床売却金を含む。

敷 金 ・ 保 証 金 等 敷 金 ・ 保 証 金 等

日 本 開 発 銀 行 日 本 開 発 銀 行

市 中 金 融 機 関 市 中 金 融 機 関

日 本 開 発 銀 行 日 本 開 発 銀 行

大阪市（施設整備等） 大阪市（施設整備等）

国 国
大 阪 市 大 阪 市

そ の 他 そ の 他

金　　額 金　　額

大 阪 市 大 阪 市

敷 金 ・ 保 証 金 等 敷 金 ・ 保 証 金 等

国 国
大 阪 市 大 阪 市

日 本 開 発 銀 行 日 本 開 発 銀 行

市 中 金 融 機 関 市 中 金 融 機 関

日 本 開 発 銀 行 日 本 開 発 銀 行
そ の 他 そ の 他

150 億円 10.2%

金　　額 金　　額

大 阪 市 大 阪 市

敷 金 ・ 保 証 金 等敷 金 ・ 保 証 金 等

金　　額 金　　額

大 阪 市
そ の 他

大 阪 市
市 中 金 融 機 関

国
大 阪 市

大 阪 市

大 阪 市

大 阪 市
市 中 金 融 機 関

そ の 他

国
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資料１３．政府の経済見通しの推移 
 

政府見通し 実 績 値 政府見通し 実 績 値 全用途平均 商 業 地

％ ％ ％ ％ ％ ％ 

△17.6

△21.0

△8.9

△8.8

△11.6

△7.1 △13.7

△22.3

 平成10年

△8.4

 平成11年

　日本経済は、平成４年度以降、平成７・８年度を除いてゼロ％
台の成長あるいはマイナス成長が続いている。こうした状況にも
かかわらず、今から思えば、事態の深刻さに対する認識が甘かっ
たと言わざるを得ない。

△10.30.5 0.9 △6.9

△9.31.9 △1.0 △5.23.5 △5.2

△25.12.8 2.4 △12.73.7 3.0

4.5 △5.6

 平成６年

　平成６年に入ってからは、経済の一部に明るい動きが現れ始
め、次第に広がりつつあるが、まだ内需中心の本格的な回復局面
に入ったとはいえない。

△1.1

 平成５年

△23.42.4 2.3

△25.1－－ △1.0

△15.9

2.4 △14.0

0.1

6.6－－ 2.2

 昭和63年

　昭和６３年度の我が国経済は、一時的な特殊要因による変動は
あったものの、堅調な個人消費と力強い民間設備投資にけん引さ
れ、内需が内需を増大させる自律的拡大を続けた。

27.6

38.6

5.6

34.6 平成２年

大 阪 市 の 地 価 動 向
（公示地価の対前年度変動率）

34.2

33.5 平成元年

19.5

8.4 10.7

実 質 Ｇ Ｄ Ｐ
（対前年度比増減率）

民 間 企 業 設 備
（対前年度比増減率）

△14.7

　１～３月期には回復の兆しを示す動きがいくつか現れてきてい
る。後半からは回復の動きを示すものと考えられる。

3.6

－－ 6.7 45.1

　平成３年後半以降、景気は経済のバランスを基本的に保とうと
する動きの下で自律的な調整過程に入っている。 △16.6－－ 1.1

△13.6

　平成１１年春からの景気回復は短命に終わり、平成１３年に
入ってから景気の悪化が進行している。 1.7 △1.2 3.8 △3.4

4.3

 平成４年

 平成３年

　国内においては景気上昇局面が拡大を続け、いざなぎ景気と並
ぶ長さとなる時点が眼前となっている。

　日本経済は５０ヵ月有余の長期の拡大過程にあり、最近におい
ては一時の高い成長期に比べると拡大のテンポは減速してきてい
るが、まだ拡大局面が終わっていると判定できる材料がそろった
ということはない。

－－ 6.0

 平成13年

　昭和６１年を谷とする景気上昇局面はすでに40ヵ月以上続いて
おり、すでに景気の成熟化という様相も現れてきている。少なく
とも、安定的ないわば巡航速度を維持しうる条件が整っていると
いう意味で、景気上昇の持続力は依然強いと言える。

－－

 平成７年

　景気は緩やかな回復基調から設備投資をけん引役とする自立回
復局面に向かう前向きの動きを示し始めた。

 平成８年

　平成７年以降景気には明るい動きがみられるようになってい
る。現在、民需の動きに堅調さが増しており、景気は回復の動き
を続けている。

 平成９年

　景気は回復テンポが一時的に緩やかになっているものの、腰折
れすることなく回復傾向を持続すると考えられている。

 平成12年

　日本経済は、平成９年春以降、景気後退局面に入っていたが、
各種の政策効果によって、平成１１年春頃下げ止まり、その後緩
やかな改善が続いた。平成１１年末には設備投資に持ち直しの動
きがみられている。

1.0 3.0

0.0 1.1

1.9 0.6

　平成９年度は、自立回復過程への復帰が挫折して景気が足踏み
し、停滞状態になった年である。景気動向が昨年の政府の予想以
上に厳しくなった。

2.5

△11.6

 平成15年

　日本経済は平成１４年に景気の谷を迎え、回復局面に入った。
現在は循環的要因に加えて、構造改革の成果が芽を出してきてい
ることもあり、景気には持ち直しに向けた動きが見られる。

0.6 3.2 △8.7

 平成14年

　日本経済は平成１４年に入って底入れした。先行きについて
は、企業収益の増加や所得環境の改善をもたらせば、次第に民間
需要が回復に向かうことが期待されるが、景気の回復力は未だ脆
弱である。

△7.3

7.6 12.0

1.8 12.0

△5.2 △0.3

1.4 9.7

6.8 △1.1

 注）政府の経済見通しは内閣府『政府経済見通し』から引用（暦年）。　ただし、実績値は内閣府統計経済社会総合研究所発表分から引用（年度）。

 　　大阪市の地価動向は大阪市計画調整局『大阪市の土地(2004)』から引用。

政 府 の 経 済 見 通 し

経 済 企 画 庁 『 年 次 経 済 報 告 』（要旨）

△3.5 △3.5

4.1 9.2

7.1 7.5
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資料１４．歴代役員の推移 
 
（ＭＤＣ）

（平成元年３月設立、平成８年３月開業） （単位：人）

市派遣 市ＯＢ 民間 合計 市現職 市ＯＢ 民間 合計 市派遣 市現職 市ＯＢ 民間 合計
第 １ 期 1 1 1 3 1 3 4 1 1 1 4 7
第 ２ 期 1 2 1 4 1 3 4 1 1 2 4 8
第 ３ 期 1 1 1 3 1 3 4 1 1 1 4 7
第 ４ 期 2 1 1 4 1 4 5 2 1 1 5 9
第 ５ 期 5 1 1 7 1 4 5 5 1 1 5 12
第 ６ 期 4 2 1 7 1 4 5 4 1 2 5 12
第 ７ 期 4 2 1 7 1 5 6 4 1 2 6 13
第 ８ 期 4 2 1 7 1 5 6 4 1 2 6 13
第 ９ 期 4 2 1 7 1 5 6 4 1 2 6 13
第１０期 4 2 1 7 1 5 6 4 1 2 6 13
第１１期 2 2 2 6 1 5 6 2 1 2 7 12
第１２期 2 2 2 6 1 5 6 2 1 2 7 12
第１３期 3 2 1 6 1 5 6 3 1 2 6 12
第１４期 3 2 1 6 1 5 6 3 1 2 6 12
第１５期 3 2 1 6 1 5 6 3 1 2 6 12
第１６期 3 2 1 6 1 5 6 3 1 2 6 12

（注） は社長を表す。

（ＡＴＣ）
（平成元年４月設立、平成６年４月開業） （単位：人）

市派遣 市ＯＢ 民間 合計 市現職 市ＯＢ 民間 合計 市派遣 市現職 市ＯＢ 民間 合計
第 １ 期 1 6 7 1 1 4 6 1 1 1 10 13
第 ２ 期 1 7 8 1 1 3 5 1 1 1 10 13
第 ３ 期 7 7 1 1 3 5 0 1 1 10 12
第 ４ 期 1 7 8 1 1 3 5 0 1 2 10 13
第 ５ 期 1 7 8 1 1 3 5 0 1 2 10 13
第 ６ 期 1 6 7 2 3 5 0 2 1 9 12
第 ７ 期 1 6 7 1 3 4 0 1 1 9 11
第 ８ 期 2 5 7 1 3 4 0 1 2 8 11
第 ９ 期 1 2 6 9 1 3 4 1 1 2 9 13
第１０期 2 6 8 1 3 4 0 1 2 9 12
第１１期 2 6 8 1 3 4 0 1 2 9 12
第１２期 1 3 5 9 1 3 4 1 1 3 8 13
第１３期 1 3 5 9 1 3 4 1 1 3 8 13
第１４期 1 3 3 7 1 5 6 1 1 3 8 13
第１５期 1 2 3 6 1 1 4 6 1 1 3 7 12

（注） は社長を表す。

（ＷＴＣ）
（平成元年４月設立、平成７年４月開業） （単位：人）

市派遣 市ＯＢ 民間 合計 市現職 市ＯＢ 民間 合計 市派遣 市現職 市ＯＢ 民間 合計
第 １ 期 2 2 3 7 1 7 8 2 1 2 10 15
第 ２ 期 2 2 4 8 1 8 9 2 1 2 12 17
第 ３ 期 2 2 4 8 1 8 9 2 1 2 12 17
第 ４ 期 2 2 4 8 1 8 9 2 1 2 12 17
第 ５ 期 2 2 4 8 1 8 9 2 1 2 12 17
第 ６ 期 2 3 4 9 1 8 9 2 1 3 12 18
第 ７ 期 2 2 4 8 1 8 9 2 1 2 12 17
第 ８ 期 1 2 3 6 1 8 9 1 1 2 11 15
第 ９ 期 2 2 3 7 1 8 9 2 1 2 11 16
第１０期 2 2 3 7 1 8 9 2 1 2 11 16
第１１期 3 2 1 6 1 8 9 3 1 2 9 15
第１２期 2 2 2 6 1 9 10 2 1 2 11 16
第１３期 2 2 2 6 1 8 9 2 1 2 10 15
第１４期 1 2 2 5 1 8 9 1 1 2 10 14
第１５期 1 2 2 5 1 1 6 8 1 1 3 8 13

（注） は社長を表す。

常勤役員 非常勤役員 役員合計

常勤役員 非常勤役員 役員合計

常勤役員 非常勤役員 役員合計

（平成２年３月末日現在）
（平成３年３月末日現在）
（平成４年３月末日現在）
（平成５年３月末日現在）
（平成６年３月末日現在）
（平成７年３月末日現在）
（平成８年３月末日現在）
（平成９年３月末日現在）

（平成１０年３月末日現在）
（平成１１年３月末日現在）
（平成１２年３月末日現在）
（平成１３年３月末日現在）
（平成１４年３月末日現在）
（平成１５年３月末日現在）
（平成１６年３月末日現在）

（平成２年３月末日現在）
（平成３年３月末日現在）
（平成４年３月末日現在）
（平成５年３月末日現在）
（平成６年３月末日現在）
（平成７年３月末日現在）
（平成８年３月末日現在）
（平成９年３月末日現在）

（平成１０年３月末日現在）
（平成１１年３月末日現在）
（平成１２年３月末日現在）
（平成１３年３月末日現在）
（平成１４年３月末日現在）
（平成１５年３月末日現在）
（平成１６年３月末日現在）

（平成２年３月末日現在）
（平成３年３月末日現在）
（平成４年３月末日現在）
（平成５年３月末日現在）
（平成６年３月末日現在）
（平成７年３月末日現在）
（平成８年３月末日現在）
（平成９年３月末日現在）

（平成１４年３月末日現在）
（平成１５年３月末日現在）
（平成１６年３月末日現在）

（平成元年３月末日現在）

（平成１０年３月末日現在）
（平成１１年３月末日現在）
（平成１２年３月末日現在）
（平成１３年３月末日現在）
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資料１５．年表 
 

大阪市 ＭＤＣ ＡＴＣ ＷＴＣ 国の動き等 金融情勢等 企業再生等

昭和５８年 ８月
テクノポート大阪計画の
策定

昭和５９年

昭和６０年 ２月
テクノポート大阪計画
（基本構想）の策定

５月 インテックス大阪開業

１２月
関西国際空港関連施設整備
大綱の策定

昭和６１年 ５月 民活法の制定

昭和６２年 ６月 リゾート法の制定

９月 ＮＴＴ法の制定

１２月
湊町地区総合整備計画策定
調査委員会の設置

昭和６３年 ２月 ＡＴＣ構想研究会の設置

５月
湊町地区関連基盤整備事業
検討会の設置

７月
テクノポート大阪計画
（基本計画）の策定

大阪ＷＴＣ推進協議会の設
置

１０月 ＡＴＣ基本計画の策定

平成元年 ２月 事業計画(基本方針)の策定

３月 会社の設立

４月 会社の設立 会社の設立

１０月
湊町地区開発連絡協議会の
設置

１２月 事業基本計画の策定

平成２年 ２月 基本計画の策定

３月 計画の変更

９月 工事着工

１０月
大阪市総合計画２１の策
定

事業基本計画の変更

平成３年 ３月 工事着工

５月 工事着工

１１月 計画の変更

平成４年 ３月 ＦＡＺ法の制定

１１月 計画の変更

１２月
大阪湾臨海開発整備法
（ベイ法）の制定

平成５年

平成６年 ４月 開業

平成７年 ４月 開業

７月
輸入住宅促進センターの開
設

平成８年 ３月 開業

４月 エイジレスセンターの開設

６月 預金保険法の改正

１０月 デザイン振興プラザの開設

平成９年 ２月
外郭団体の活用と見直し
にかかる実施計画の策定

ATCコンセプトの提言

９月 大塚家具の開業

１０月 大阪港咲洲トンネル開通

１１月 北海道拓殖銀行が破綻

１１月 山一證券が破綻

１２月 ＯＴＳ線開通
店づくり振興スクエアの開
設

平成１０年 ２月 経営改善計画を策定 経営改善計画を策定 経営改善計画を策定

６月 金融監督庁が発足

８月 港湾局と入居契約  
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大阪市 ＭＤＣ ＡＴＣ ＷＴＣ 国の動き等 金融情勢等 企業再生等

平成１０年 １０月
金融再生法・金融機能早期
健全化法の制定

１０月 日本長期信用銀行が破綻
泉佐野コスモポリスが特別
清算

１２月 日本債権信用銀行が破綻

平成１１年 ３月 ソフト産業プラザの開設

３月 マーレの開業

４月 整理回収機構が発足

５月
３セク指針の通知（自治
省）

８月 産業再生特別措置法の制定

１１月 苫小牧東部開発が特別清算

平成１２年 ２月 特定調停法の制定

４月 消費者センターの開設 民事再生法の制定

６月 グリーンエコプラザの開設 新生銀行（旧長銀）が発足

７月 そごうが民事再生法を申請

１１月
下水道局・建設局・水道局
と入居契約

平成１３年 １月
あおぞら銀行（旧日債銀）
が発足

２月
フェニックスリゾートが会
社更生法を申請

４月 緊急経済対策の発表 三井住友銀行が発足
多摩開発センターが民事再
生法を申請

４月 ＵＦＪＨＤが発足

４月 三菱東京ＦＧが発足

９月
マイカルが民事再生法を申
請

９月
私的整理に関するガイドラ
インの公表

１２月 大和銀ＨＤが発足

平成１４年 ４月 ＣＡＴ機能の休止 都市再生特別措置法の制定 みずほ銀行が発足

１０月
石狩開発が民事再生法を申
請

１１月 財政非常事態宣言
阪南中央病院の特定調停が
成立

１２月
テクノポート大阪計画の今
後の進め方

平成１５年 ２月
金融庁が大手銀行に対して
特別検査を実施

ハウステンボスが会社更生
法を申請

３月
大阪市都市再生プログラム
の策定

３月 ３社の貸付支援の見送り

４月 産業再生機構が発足

６月 特定調停の申し立て 特定調停の申し立て 特定調停の申し立て

１２月
３セク指針の改訂
（総務省）

和歌山県土地開発公社の特
定調停が成立

平成１６年 ２月 特定調停の成立 特定調停の成立 特定調停の成立
北海道住宅供給公社の特定
調停が成立  
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大阪市特定団体調査委員会 委員名簿 
 
 
（外部委員） 
  委員長  齊 藤   愼（大 学 教 授：大阪大学大学院教授） 
 
  委 員  鎌 倉 利 行（弁 護 士：元大阪弁護士会会長） 
 
  委 員  畑 下 辰 典（公認会計士：元日本公認会計士協会近畿会会長） 
 
 
（内部委員） 
  委 員  關   淳 一（大阪市長） 
 
  委 員  土 﨑 敏 夫（大阪市助役） 
 
 


